
設 計 共 同 体 申 請 様 式  

 

受 付 番 号       

 設 計 ・ 測 量 ・ 建 設           

 コンサルタント等業務  入札参加資格審査申請書 （（（（設計共同体用設計共同体用設計共同体用設計共同体用））））  

※ 

 

 

                                                                           年    月    日  

   

   （宛  先）西   尾   市   長  

   

                       （ ふ り が な ）           

                       共 同 企 業 体 の 名 称           

 

                           所  在  地       

 

                       代表者 商号又は名称 

 

                           代表者職氏名                             印 

 

入札参加資格審査を希望する業種  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ

の

他

の

構

成

員 

 

 

 

 

                                      印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      印 

 

                                               （注）印は西尾市と契約する使用印を押印してください。 

 

 平成３０年度及び平成３１年度の西尾市が発注する設計・測量・建設コンサルタント等業務に係る競争入札

に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。 

 なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

 （注）※印欄は記入しないこと。 



　１　営業所における申請を希望する業種 　

設計共同体の名称

（１）　申請を希望する業種（太枠内に○を記入してください。） （２）　登録等を受けている事業

業務 コード 業務 コード

1 建築設計 　　　　 18 地質調査 １．（１級・２級）建築士事務所　※１ 　

2 設備設計 19 土地調査 ２．測量業者　※２

3 一般測量 20 土地評価 ３．建設コンサルタント

4 航空写真測量 21 物件調査 ４．地質調査業者

5 河川、砂防及び海岸・海洋 22 事業損失 ５．補償コンサルタント

6 港湾及び空港 ６．不動産鑑定業者

7 道路 ７．土地家屋調査士

8 上水道及び工業水道 ８．司法書士

9 下水道 ９．計量証明事業者

10 農林土木

11 森林土木

12 水産土木

13 造園

14

15 土質及び基礎

16

17 建設環境

設

計

補

償

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

業種 希望欄 登録年月日

測

量

建

設

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

１．については１級・２級のどちらかを○で囲んでください。

※１　設計のうち、１．建築設計申請時に記入が必要です。

　 ２　測量のうち、３．一般測量及び４．航空写真測量申請時に記入が必要で

     す。

登録番号

都市計画及び地方計画

鋼構造及びコンクリート

業種 希望欄 登録事業名



　

商号又は名称

(１)　年間実績高 　 　 (２)　自己資本額

（Ｐ）

※　申請時の資本金を記入してください。　個人の場合は、次期繰越資本金を記入してください。

(３)　損益計算書

(４)　貸借対照表 (９)　外国資本（５０％以上）の有無

①外国籍会社 ③日本国籍会社

国名 国名

(５)　経営比率（％） ［ 　 ］ ［ ］

（比率　　　％）

②日本国籍会社 国名

国名 ［ ］

(６)　営業年数 ［ 　 ］ （比率　　　％）

　創業 　 年 月 日 （比率100％）

　休業又は 年 月 日 (11)　適格組合証明

　転（廃）業の期間 年 月 日

18．地質調査 　現組織への変更 年 月 日

19．土地調査 　営業年数 　 年

20．土地評価

21．物件調査

22．事業損失

(８)　常勤職員数

（合　　計）　

第　　　　　　　　　　 号

（注）　１　資格審査を希望する業種の実績であるので、資格審査を希望する業種のみに実績を記入してください。

　　　　　　なお、希望しない業種の実績については、「その他」の欄に記入してください。

　　　　２　ア～ウは消費税を抜いた金額を記入してください。

　　　年　　　月　　　日

剰余（欠損）金

処分（千円）

計（千円）

決算後の増減

（千円）

無

％

％

％

有　　・　　無

　総資本額（千円）（Ｒ）

　流動比率（ｍ／ｎ×１００）

　自己資本固定比率（Ｐ／Ｑ×１００）

　総資本純利益率（Ｓ／Ｒ×１００）

から

人　 人　

契　　約

(７)　西尾市との指名・契約実績

計

有　　・　　無

指　　名

13．造園

14．都市計画及び地方計画

15．土質及び基礎

16．鋼構造及びコンクリート

人　 人　

直前決算

（千円）

計

　次期繰越利益（欠損）金

　準備金・積立金

　払込資本金

区　　　　　分

２．設備設計

計

３．一般測量

６．港湾及び空港

７．道路

計

５．河川、砂防及び海岸

※

　税引前当期利益（千円）（Ｓ）

(10)　外資状況　流動負債（千円）（ｎ）

　固定資産（千円）（Ｑ）

８．上水道及び工業水道

９．下水道

11．森林土木

12．水産土木

10．農林土木

その他

17．建設環境

計

計

補

償

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

合計（千円）

ア　直前２年度分決算

（千円）

イ　直前１年度分決算

（千円）

ウ　直前２年間の年間平均実績高

（千円）

①技術職員 ②事務職員 ③その他職員

まで

　２　経営規模等総括表

部門

設

計

有

測

量

業務業種区分

１．建築設計

　流動資産（千円）（ｍ）

建

設

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

４．航空写真測量



　３　有資格者数 商号又は名称

技術士 （人） 〈情報工学部門〉 ＲＣＣＭ （人） その他 （人） 75．第２種電気主任技術者

〈建設部門〉 20．〈情報工学部門〉の有資格者 34．河川、砂防及び海岸 ・海洋 48．１級建築士 76．第３種電気主任技術者

１．土質及び基礎 〈応用理学部門〉 35．港湾及び空港 49．２級建築士 77．環境計量士

２．土質及び基礎以外の有資格者 21．地質 36．道路 50．測量士 78．エネルギー管理士

〈上下水道部門〉 〈環境部門〉 37．上水道及び工業用水道 51．測量士補

①公害防止管理者

　　水質関係第１種（　　人）

３．上水道及び工業用水道 22．〈環境部門〉の有資格者 38．下水道 52．１級土木施工管理技士

②公害防止管理者

　　水質関係第２種（　　人）

４．下水道 技術士補 （人） 39．農業土木 53．

２級土木施工管理技士

(土　　木)

80．第１種伝送交換主任技術者

〈農業部門〉 23．〈建設部門〉 40．森林土木 54．

２級土木施工管理技士

(鋼構造物塗装)

81．線路主任技術者

５．農業土木 24．〈上下水道部門〉 41．水産土木 55．

２級土木施工管理技士

(薬液注入)

82．土地区画整理士

６．農村環境 25．〈農業部門〉 42．造園 56．１級管工事施工管理技士 83．畑地かんがい技士

〈森林部門〉 26．〈森林部門〉 43．都市計画及び地方計画 57．２級管工事施工管理技士 84．農業集落排水計画設計士

７．森林土木 27．〈水産部門〉 44．土質及び基礎 58．１級建設機械施工技士 85．農業土木技術管理士

８．林業 28．〈機械部門〉 45．鋼構造及びコンクリート 59．２級建設機械施工技士 86．地質調査技士

〈水産部門〉 29．〈電気電子部門〉 46．建設環境 60．１級造園施工管理技士 87．土地家屋調査士

９．水産土木 30．〈衛生工学部門〉 47．上記以外のRCCMの有資格者 61．２級造園施工管理技士 88．司法書士

10．水産水域環境 31．〈情報工学部門〉 62．下水道技術検定１種 89．不動産鑑定士

〈機械部門〉 32．〈応用理学部門〉 63．下水道技術検定２種 90．不動産鑑定士補

11．流体工学 33．〈環境部門〉 64．下水道技術検定３種 91．公認会計士

12．交通・物流機械及び建設機械 65．（欠番） 92．公認会計士補

13．

加工・ファクトリーオートメーション及

び産業機械

66．推進工事技士 93．税理士

14．（欠番） 67．

小規模ダム工事

総括管理技術者

94．補償業務管理士

15．上記以外の機械部門の有資格者 68．ダム工事総括管理技術者 95．木造建築士

〈電気電子部門〉 69．地すべり防止工事士 96．中小企業判断士

16．〈電気電子部門〉の有資格者 70．基礎施工士 97．建築設備士

〈衛生工学部門〉 71．コンクリート主任技士 98．構造設計一級建築士

17．水質管理 72．コンクリート技士 99．設備設計一級建築士

18．廃棄物管理 73．土木用ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ技士 合 計

19．（欠番） 74．第１種電気主任技術者 実 人 数

79．



　４　技術者名簿 商号又は名称

氏　　　名 番　号 氏　　　名 番号 氏　　　名 番号 氏　　　名 番号 氏　　　名 番号

5 30 55 80 105

10 35 60 85 110

15 40 65 90 115

20 45 70 95 120

25 50 75 100 125

(注)　｢番号｣は、｢６　有資格者数｣欄の番号を記入してください。 合 計

　　　｢合計｣及び｢実人員｣は、｢６　有資格者数｣と一致させてください。 実 人 数



　 商号又は名称

株主（出資者）名 所有株数（出資の価額）

株 .

（円）

記載要領

１　この調書は、総株主の議決権又は出資総額の100分の5以上に相当する出資をしている者について記載してください。

２　「設計」を希望される方のみ提出してください。

所　　在　　地　　又　　は　　住　　所

　　　　　　　　株主（出資者）調書（総株主の議決権又は出資総額の100分の5以上の株主又は出資者）



商号又は名称

所　 在 　地

記載要領

１　「職歴」の欄には、現在、他の法人の役員等と兼務している場合はその法人名等及び職務内容も記入してください。

２　「設計」を希望される方のみ提出してください。

賞　　　 罰　　　 の　　　 内　　　 容　　 年　　 月　　 日

従 事 し た 職 務 内 容 （ 役 職 名 等 ）

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

現　住　所

氏　　　名

職　　　名

職

歴

賞

罰

期　　　　　　　間

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

自　　 年　　 月　　 日

至　　 年　　 月　　 日

代表取締役

個人事業主

の 略 歴 書

行政庁記入欄


